
貸借 姑照表
(2019年 3月 31日 現在土)

」FE物流株式会社

(資産の部 ) (負債の部)

流動資産

現 金 及 び 預 金

預     け    金

受 取 手 形

売    掛    金

未 成 作 業 支 出 金

貯    蔵    品

前 払 費 用

未 収 入 金

そ の 他 の 流 動 資 産

貸  倒  引  当  金

固定資産

有形固定資産

建

構

機

船

車

工

土

リ

建

築

械 及 び 装

両 及 び 運 搬

具 器 具 及 び 備

―  ス  資

設  仮  勘

物

物

置

舟白

具

品

地

産

定

無形固定資産

借     地    権

ノ フ ト ウ ェ ア

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関係会社株式及び出資金

出    資    金

長 期 前 払 費 用

差 入 保 証 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他 の 投 資 等

貸  倒  引  当  金

百万 円

61,861

18

28,229

455

23,473

1,268

2,839

791

627

4,160

△ 3

48,995

41,985

9,142

1,898

4,133

1,319

774

661

23,165

1

887

2,395

491

1,865

38

4,615

377

3,013

5

204

353

498

195

△ 32

流動負債

電 子 記 録 債 務

買    掛     金

未     払    金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

未 成 作 業 受 入 金

預     り    金

役 員 賞 与 引 当 金

そ の 他 の 流 動 負 債

固定負債

長 期 借 入

退 職 給 付 引 当

役 員 退 職 慰 労 引 当

特 別 修 繕 引 当

預  り 保  証

資 産 除 去 債

そ の 他 の 固 定 負

金

金

金

金

金

務

債

計負   債   合

百万 円

29,605

478

14,220

1,023

4,575

1,893

802

5,524

39

1,046

22,481

11,350

9,057

71

34

1,571

398

8

52,086

(純資産の部)

株主資本

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金

利益準備金

その他利益剰余金

特 別 償 却 準 備 金

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金

別  途  積  立  金

繰 越 利 益 乗1余 金

自己株式

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

繰延ヘッジ損益

純 資 産 合 計

111

113

△ 1

58,659

4,000

5,648

5,648

49,120

716

48,404

100

7,033

2,792

38,478

△ 109

58,770

資 産 合 計 110,857 負債純資産合計 110,857
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損益計算書
自 2018年 4月 1 日
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百万円

163,421

152,343

11,077

2,456

百万円

1,065

234

14

138

8,621

152

1,299

9,768

9,768

2,734

2,898

△ 158

7,033

売 上 総 利 益

費

　

益

理管般

　

不

一び
　

業

及費士π
　

営

販

金

益

当

収

配

外

び

業

益

及

営

収

幅

陣

外

取

の

業

受

そ

営

営 業 外 費 用

支   払   利   息

そ の 他 の 営 業 外 費 用

経   常   利   益

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

売   上   高

売 上 原 価



1 重要な会計方針

(1)有価証券の評価基準および評価方法

船       舶
上記以外の有形固定資産

貸 倒 引 当

役 員 賞 与 引 当 金

受注工事損失引当金

退 職 給 付 引 当 金

役員退職慰労引当金

特 別 修 繕 引 当 金

金  債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案 し、回収不能見

込額を計上している。

注

018年 4
019年 3

表

役員の賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上している。

受注工事の損失に備えるため、未引渡工事の うち当事業年度末で損失が確実視さ

れ、かつ、その金額を合理的に見積ることができる工事について、翌事業年度以

降に発生が見込まれる損失を計上している。

禽88言岳9与凄:S薯三旨を曽二岳号§§

g:ヨ
ぞ§:::そ attg彗,冒:

療存勤務期間以内の一定の年数 (10年 )に よる定額法により按分 した額をそれぞ

れ翌事業年度から費用処理することとしている。

役員の退職慰労金に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上している。

船舶安全法の規定による定期検査を受けることとなる船舶につき、当該修理に要

する費用の支出に備えるため、将来の修繕見積額に基づき計上 している。

記
日

日

月

月

ｍ川
２
２

自
至

個

①子会社株式および関連会社株式

移動平均法による原価法

②その他有価証券
時価のあるもの

決算 日前 lヶ 月の市場価格の平均に基づ く時価法 (評価差額は全部純資産直入法により処理 し、売却

原価は移動平均法により算定)

時価のないもの

移動平均法による原価法

(2)棚卸資産の評価基準および評価方法

未 成 作 業 支 出 金  個別法による原価法

貯   蔵   品  最終仕入原価法による原価法

(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法)

(3)有形固定資産の減価償却の方法 (リ ース資産を除く)

定率法を採っている。但 し、 1998年 4月 1日 以降に取得 した建物 (建物附属

設備は除く)および 2016年 4月 1日 以降に取得 した建物附属設備については

定額法を採つている。
定額法を採っている。
定率法を採つている。但 し、 2016年 4月 1日 以降に取得 した構築物について

は定額法を採っている。なお、取得価額が 10万円以上 20万円未満の減価償却

資産については、 3年間で均等償却 している。

物建

(4)無形固定資産の減価償却の方法 (リ ース資産を除く)

定額法を採っている。自社利用のソフ トウェアについては、社内における利用可能期間 (5年)に基づき

償却 している。

(5)リ ース資産の減価償却の方法

所有権移転外ファイナンス・ リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年教 とし、残存

価格を零 (リ ース契約上に残価保証の取 り決めがある場合は、当該残価保証額)と する定額法を採ってい

る。

(6)引 当金の計上基準

(7)ヘ ンジ会計の方法
為替予約については振当処理によつている。

(3)消 費税等の会計処理は税抜方式による。



2 表示方法の変更

「『税効果会計に係 る会計基準』の一部改正」 (企業会計基準第28号 平成30年 2月 16口 )を 当事業年度から適用
しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示 し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示 している。

3 貸借対照表注記

(1)有形固定資産から控除 した減価償却累計額      71, 718百 万円

(2)関係会社に対する金銭債権・債務

43, 973百 万円

9, 908百 万円

11, 350百 万円

権

務

務

債

債

債

銭

銭

銭

金

金

金

期

期

期

短

短

長

4_損益計算書注記

(1)関係会社 との取引高

売    上    高

仕    入    高

営業取引以外の取引高

(2)販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費

114,

44,

1

657百 万円

137百 万円

383百 万円

22百万円

5.株主資本等変動計算書注記

(1)発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

(2)配当に関する事項

①配当金支lr、 額

当 期 首
株式教 (株 )

当 期 増 力日
株式数 (株 )

当 期 減 少

株式数 (株 )

当 期  末
牒式 数

`挨
Ⅲ

発行 済株 式
普 i誦 株式 64.990 200 64,990,200

自己株式
普 涌 株 式 181 428.9 181、 428 9

決議 株式の種類
配当金の総額

`百

万円)

1株 当た り
西R当 客膏(円 )

基準日 効力発生 日

2018年 6月 26日

庁時 1未主総会
普通株式 3,305 51 00 2018年 3月 31日 2018年 6月 27日

②基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

次のとおり、決議を予定している。

決 議 株式の種類
配 当金 の総額

(百 万 円 )

1株 当た り

酉己当額 (円 )

基準日 効力発生 日

20194F6月 26日

市 時ガ‐穴ギ 総 会
普通株式 4,342 67 00 2019年 3月 31日 2019年 6月 27日

6.金融商品に関する注記

(1)金融商品の状況に関する事項

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、資金調達については親会社等からの借入による

方針である。
受取手形及び売掛金に係る顧客の信用 リスクは、与信管理規程に沿つてリスク低減を図つている。また、

投資有価証券は株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っている。

借入金の使途は運転資金及び設備投資資金である。

(2)金融商品の時価等に関する事項

2019年 3月 31日 における貸借対照表計上額、時価及びこれ らの差額については次の通 りである。

貸借対照表
言+ 卜客目 `*Ⅲ

時価 (*) 差 額

18

28,229 28,229

18(1)現 金及び預金

(2)預 け金

23,929 23 929(3)受 取手形及び売掛金

215(4)投 資有価証券 215

52,392 52 392資産計

(14,699)(5)電 子記録債務及び買掛金 (14,699)

(11,350) (11,350)(6)長期借入金

(26.049)負 l責 計 (26,049)

(夕Ⅲ (2)
(7)為 替予約

ヘ ッジ会計が滴用されているギ)の
* 負債に計上されているものについては、 ()で 示 している。



(注1)金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

(1)現金及び預金、 (2)預 け金、 (3)受 取手形及び売掛金
これ らは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほば等しいことから、当該帳簿価額によつて

いる。

(4)投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によつている。

(5)電子記録債務及び買掛金
これ らは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によつて

ヤヽる。

(6)長期借入金
長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で

割 り引いて算定する方法によつている。

(7)為替予約
時価については、取引先金融機関から提示 された価格によつている。

(注2)非上場株式 (貸借対照表計上額 161百万円)は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フロー

を見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難 と認められるため、 「 (4)投資有価

証券」には含めていない。

7.賃貸等不動産の状況に関する事項

(1)賃貸等不動産の状況に関する事項

当社では、神奈川県その他の地域において、賃貸用の倉庫 (土地含む)を有 している。

(2)賃貸等不動産の時価に関する事項

8 税効果会計

(1)当事業年度末における、繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(注1)貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除 した金額である。

(注2)当 事業年度末の時価は、主として 「路線価」に基づいて自社で算定した金額である。

繰延税金資産
退職給付引当金
固定資産減損損失
未払賞与
その他

繰延税金資産小計

評価性引当額

繰延税金資産合計

繰延税金負債
固定資産圧縮積立金
その他

繰延税金負債合計

繰延税金資産の純額

9。 一株当たり情報

(1)一株当たり純資産額

(2)一株当たり当期純利益

10 その他計算書類の作成のための参考となる事項

金額は表示単位未満をし刀り捨てている。

5,

△ 1,

2,742百 万円
1, 342百 万円

637百 万円
503百 万円
225百 万円

524百 万円

3,701百 万円

△ 3,
△

△ 3, 203百 万円

498百 万円

906円 83銭

108円 53銭

０

０

円

円

万

万
．

百

百

時 価貸借対照表計上額

16,733 31,059


